建設業の実務テンプレート
価格転嫁通知書・協議記録
テンプレート
おそれ情報通知書／協議申入書／価格転嫁・変更協議記録
	このテンプレートの位置付け
価格変動のリスクと根拠を共有し、協議の経緯を整理するための編集用書式です。請負代金・工期・施工内容の変更を確定する変更契約書、法的助言、個別案件への適合を保証する書類ではありません。


使い方
・契約前：おそれ情報通知書に、工事・見積・対象資材又は労務・価格の基準日・根拠情報を記入し、相手方指定の経路で送ります。
・事象顕在化後：協議申入書に、契約前の通知、現在の事実、確認したい影響、根拠資料を整理します。
・打合せ後：協議記録に、論点、確認資料、合意／未合意、次の対応を残します。
・価格・工期・施工内容を変える場合は、元の契約の変更方法、発注者又は元請の指定様式、必要な別書面を確認します。
使用前の確認
・公共工事、民間工事、元請・下請で相手方の様式・約款・提出時期が異なることがあります。指定がある場合はそちらを優先してください。
・おそれ情報は契約前の通知を想定しています。契約後の事象に対して、通知書をさかのぼって使うことで同じ扱いになるとは限りません。
・根拠資料は、通常の事業活動で把握した客観的な資料を添えます。口頭の情報だけに頼らず、資料名・日付・情報源を残してください。
・送付方法、受領確認、保存方法、署名・押印の有無は、相手方の運用と契約に合わせて確認してください。
確認日：2026年8月21日　｜　形式：Word（.docx）／マクロなし　｜　編集して自社の実務に合わせて使用


	様式1　工期又は請負代金に影響を及ぼす事象に関する情報の通知（おそれ情報）



※契約締結前に、相手方の指定様式・提出時期を確認して使用してください。ここに記載しただけで請負代金等の変更が確定するものではありません。
	通知日
	【入力：西暦／和暦】

	宛先
	【入力：発注者／注文者／元請負人の会社名・部署・担当者名】

	通知者
	【入力：自社名・住所・担当者・連絡先】

	工事名・工事場所
	【入力】

	関連する見積
	【入力：見積番号・見積日・見積書交付日】


1. 通知する事象
	想定する事象　例：主要資機材の供給不足・遅延又は価格高騰、特定工種の労務の供給不足又は価格高騰。個別事情に合わせて記入。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	工期又は請負代金へ影響するおそれの内容　現時点で認識しているリスクを記入。未確定の金額・工期を断定しない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


2. 根拠情報
	No.
	対象資材・工種
	価格の基準日
	根拠情報の情報源
	資料名・公表日／受領日

	1
	【入力】
	【入力】
	【入力】
	【入力】

	2
	【入力】
	【入力】
	【入力】
	【入力】

	3
	【入力】
	【入力】
	【入力】
	【入力】

	4
	【入力】
	【入力】
	【入力】
	【入力】




	様式1（続き）　添付資料・送付記録



※通知書と見積書、根拠資料、送付記録を工事又は見積番号で追える状態にします。
3. 添付資料・送付記録
	添付資料
	【入力：統計、発表資料、仕入見積、取引先から受けた書面など。資料名・日付を記載】

	送付方法
	【入力：見積メールへの添付／指定システム／郵送など】

	送付日時・記録
	【入力：送信日時、メール件名、システム受付番号、控えの保存先など】

	受領確認の手がかり
	【入力：返信メール、受付番号、相手方指定欄など。不要な場合は空欄】


	記入メモ
根拠情報には、通常の事業活動で把握できる客観的な資料を用います。対象資材・価格の基準日・情報源が追える状態にし、見積書と通知の控えを関連付けて保存してください。


送付前の確認
・相手方の指定様式・提出時期・送付経路を確認した。
・通知内容と根拠資料の対象資材・価格の基準日・情報源が対応している。
・見積書・通知書・添付資料・送付記録を同じ工事又は見積番号で保存する。


	様式2　価格・工期等の変更に関する協議申入書



※契約前に通知した事象が顕在化した後の、協議の入口を整理する書式です。請負代金・工期等の変更又は相手方の承諾を、この書式だけで確定するものではありません。
	申入日
	【入力：西暦／和暦】

	宛先
	【入力：発注者／注文者／元請負人の会社名・部署・担当者名】

	申入者
	【入力：自社名・住所・担当者・連絡先】

	工事名・工事場所
	【入力】

	関連する契約
	【入力：契約日・契約番号・契約書上の変更方法の確認先】

	契約前の通知
	【入力：通知日・見積番号・送付記録又は添付資料名】


1. 協議を申し入れる事実と確認したい影響
	顕在化した事実　いつ、何が起きたかを、確認できる資料に沿って記入。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	工期又は請負代金への影響として確認したい事項　確定済みの変更ではなく、協議したい論点として記入。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


2. 添付・提示する資料
	No.
	資料名
	確認できる事実
	資料の日付・保存先

	1
	【入力】
	【入力】
	【入力】

	2
	【入力】
	【入力】
	【入力】

	3
	【入力】
	【入力】
	【入力】

	4
	【入力】
	【入力】
	【入力】




	様式2（続き）　協議の希望・確認メモ



※協議の対象・変更方法・相手方の様式は契約と個別事情で異なります。確定済みの変更として書かず、確認したい事項を整理します。
3. 協議の希望
	希望する協議日時
	【入力：候補日時・方法（対面／オンライン／電話など）】

	協議で確認したい事項
	【入力：根拠資料の確認、契約上の変更方法、工期・請負代金への影響など】

	連絡先
	【入力：担当者・電話・メール】


	記入メモ
協議の対象や変更方法は、元の契約・相手方の指定様式・個別事情で異なります。公共工事では発注者の約款・様式・提出時期を確認してください。


協議前の社内メモ
	確認したい論点・不足している資料・担当者　協議前の準備用。相手方へ送る場合は内容を確認。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




	様式3　価格転嫁・変更協議記録



	この記録の扱い
この協議記録は、打合せの論点・確認資料・次の対応を残すためのものです。請負代金、工期、施工内容等の変更を確定する変更契約書・合意書ではありません。別途必要な書面は、元の契約の定めと相手方の運用を確認してください。


	協議日・時間
	【入力】

	工事名・工事場所
	【入力】

	関連する契約
	【入力：契約日・契約番号・変更方法の確認先】

	関連する通知・申入れ
	【入力：おそれ情報通知日・協議申入日・文書番号など】

	出席者
	【入力：会社名・部署・氏名・役割】


1. 協議前に確認した資料
	資料名・日付・確認した点　統計、発表資料、見積、仕入伝票等のうち、協議で確認したものを記録。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


2. 協議した論点
	論点・双方の説明・確認事項　発言者ごとの評価ではなく、確認した事実と論点を簡潔に。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


3. 協議時点の整理
	区分
	内容
	必要な次の対応・担当・期限

	合意した点
	【入力】
	【入力】

	未合意・確認継続の点
	【入力】
	【入力】

	契約変更等で別書面を確認する点
	【入力】
	【入力】


	様式3（続き）　次回協議・保存・確認



※価格・工期・施工内容の変更に関する別書面が必要かどうかは、元の契約と相手方の運用を確認してください。
4. 次回協議・保存
	次回協議
	【入力：日時・参加者・確認する資料】

	記録の確認方法
	【入力：メール共有、相手方の確認返信、社内承認など】

	保存先
	【入力：工事番号／見積番号と紐付くフォルダ、システム、文書管理番号】


確認者欄（相手方の運用・契約で必要な場合に使用）
	自社確認者
	相手方確認者

	会社名：
氏名：
確認日：
	会社名：
氏名：
確認日：


補足メモ
	次回までに確認する事項・連絡事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




	送付前・協議後のチェックリスト



必要なものだけにチェックを入れてください。これは社内確認用で、法令上の適合や相手方の受領を保証するものではありません。
	確認
	時点
	確認すること

	□
	契約前
	見積書・工事名・見積番号と通知書が紐付いている

	□
	契約前
	対象資材又は労務、価格の基準日、情報源を記入した

	□
	契約前
	根拠資料の資料名・日付・保存先を残した

	□
	契約前
	相手方の指定様式・提出時期・送付経路を確認した

	□
	協議前
	契約上の変更方法と、関連する通知・契約書を確認した

	□
	協議前
	顕在化した事実と、確認したい影響を分けて整理した

	□
	協議後
	合意した点と、未合意・確認継続の点を分けて記録した

	□
	協議後
	別途必要な変更書面・担当者・期限を確認した

	□
	保存
	送付メール、受領の手がかり、添付資料、協議記録を同じ工事フォルダに保存した


参照先（2026年8月21日確認）
・国土交通省「価格転嫁」　https://ninaite-sanpo.mlit.go.jp/pricing/
・国土交通省「よくあるご質問」　https://ninaite-sanpo.mlit.go.jp/faq/
・国土交通省「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン 第8版」
・国土交通省「建設業法令遵守ガイドライン 第12版」
	最終確認
制度・相手方の指定様式・約款は更新されることがあります。実際に送付・協議・契約変更へ進む前に、最新の一次資料、元の契約、相手方の運用を確認してください。


コンクルーBase｜価格転嫁通知書・協議記録テンプレート




